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１．機構及び分掌事務 

本市における環境保全関係事務は、市民部環境課で所掌しているが、令和３年度の市民部

機構及び環境課の所掌事務等の内容は次のとおりである。 

 

 (1) 機構図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (2) 分掌事務 

  ① 環境基本計画に関すること 

  ② 環境関係条例の運用調整に関すること 

  ③ 環境審議会の運営に関すること 

  ④ 環境保全思想の普及啓発に関すること 

   ・広報資料の作成 

   ・その他の啓発活動 

    ⑤ 公害審査及び技術指導に関すること 

  ⑥ 公害苦情の処理に関すること 

  ⑦ 環境保全協定の締結又は改廃に関すること 

  ⑧ 調査分析に関すること 

  ⑨ 公害等紛争調整委員会の運営に関すること 

  ⑩ 公害関係団体の指導に関すること 

  ⑪ レンタルルーム等指導要綱の運用に関すること 

  ⑫ 自然環境等と再生可能エネルギーの調和に関すること  

   

市   長 

環境審議会  

公害等紛争調整委員会  

副 市 長 自然環境等と再生可能エネルギー発電設備

設置事業との調和に関する審議会  

市 民 部 長  環境係（係長１名、係員２名、会計年度任用職員２名）  

美化センター  

市民対話課

市民課  

産業廃棄物対策担当（係長１名）  

環 境 課 長  



- 2 - 

２．環境保全関係予算 

令和３年度における本市の環境保全関係（環境課執行分）当初予算の内訳は次に示すと  

おりである。  

環境保全関係当初予算内訳（人件費は除く）  

                                                                       （千円） 

予 算 科 目 報  酬  報償費  旅  費  需用費  役務費  委託料  

公 害 対 策 費 1,120 469 347 3,971 6,459 28,890 

 

予 算 科 目 
使用料及 

び賃借料 

備  品

購入費  

負担金補助 

及び交付金 
合  計  

公 害 対 策 費 649 2,999 243 45,147 

 

   事業費内訳 

      （公害対策費） 

          ○環境調査事業                        ３５，０００千円 

          ○公害測定機器等整備事業                    ３，０００千円 

          ○千種川等水質精密調査事業                   ３，５００千円 

          ○環境基本計画推進事業                   １，４４０千円 

          ○一般事務費等                               ２，２０７千円  

 

環境保全関係当初予算の推移（人件費は除く） 

                                       （千円） 

年 度 平成元 ２  ３  ４  ５  ６  ７  ８  ９  

予算総額 45,417 45,551 56,059 92,298 74,514 111,133 43,199 51,753 50,271 

 

年 度 １０  １１  １２  １３  １４  １５  １６  １７  １８  

予算総額 50,061 60,663 78,377 53,610 45,550 47,114 45,637 41,379 35,982 

 

年 度 １９  ２０  ２１  ２２  ２３  ２４  ２５  ２６  ２７  

予算総額 36,039 41,164 50,824 36,133 57,983 70,793 55,254 55,499 61,308 

 

年 度 ２８  ２９  ３０  令和元  ２  ３  

予算総額 63,697 60,476 56,673 48,698 50,131 45,147 
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３．環境保全行政の取組 

 本市の環境行政については、昭和３０年代の重化学工業の発展を中心とした高度成長期を

迎えるとともに、大気汚染・水質汚濁などの産業公害による人の健康や生活環境への深刻な

影響が懸念され、公害対策への積極的な対応が求められるようになり、昭和４６年に「赤穂

市環境保全条例」を制定し、環境問題に対応してきた。 

 その後、昭和６０年代に入ると、環境に関する考え方の範囲やイメージは「都市環境の安 

全性」や「公害の防止」という範疇から文化的・歴史的環境の保全、さらには文化性や美観

的要素を兼備した都市環境づくりが求められるようになった。 

 このような時代の潮流に対処していくため、より快適な生活環境の創造に向けて、本市固 

有の自然・歴史・文化資源を活かした総合的・計画的な環境施策を進めることが必要となり、 

まちとしての望ましい環境像を明らかにし、いわゆる「赤穂らしさ」のあるまちづくりのガ 

イドラインとなる「赤穂市環境管理計画」を平成元年度に策定した。 

 さらに、環境基本法及び循環型社会形成推進基本法の制定並びに「赤穂市総合計画」（平

成１２年度）の策定等を踏まえ、平成１３年３月に「赤穂市環境基本条例」の全面改正を行

った。  同時に、地域環境のあり方を明示し、環境に配慮した新たな行政の展開を図るため、

「赤穂市環境管理計画」を全面改定し、新たに２１世紀のまちづくりの指針となる「赤穂市

環境基本計画」を策定した。 

その後、予想を遥かに上回って進行する地球温暖化対策に市民・事業者・市が協働で取り

組むため、平成２１年３月にその道標となる「赤穂市低炭素戦略 2020」（赤穂市地球温暖化

対策地域推進計画）を策定するとともに、この計画との整合性を図るため、「赤穂市環境基

本計画」の改訂を行った。平成２８年３月、環境に係る社会情勢や国の政策動向、社会全体

の環境政策の変化を反映し、本市の環境に係る情勢や施策動向の変化を反映するため、再度

「赤穂市環境基本計画」の一部改訂を行った。 

 令和２年度には、令和３年度から令和１２（２０３０）年度までの１０年間を計画期間と

し、市民・事業者・市など社会の構成員すべての自律と協働により、より環境への負荷が少

なく、人と自然とが共生した持続可能な環境へと進化するための指針として、「赤穂市環境

基本計画」の改定を行った。改定にあたっては、これまでの基本目標を維持しつつ、気候変

動対策に関する目標を新たに設け、地球温暖化対策実行計画としても位置づけた。 
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４．環境基本計画の概要 

環境基本計画は、「赤穂市環境基本条例」に位置づけられた環境行政の基本方針を示すも

のであり、「赤穂市総合計画」に描かれたまちづくりの基本理念や都市像を環境面から実現

するものでもあり、本市の環境行政の基本的指針としての性格を有するものである。  

計画の期間は、令和３年度から令和１２（２０３０）年度までとした。 

      

(1) 本市がめざす環境の都市イメージ 

市民・事業者・市など社会の構成員すべての自律と協働のもと、より環境への負荷が少

なく、人と自然とが共生した持続可能な環境へと進化する都市をめざす。また、SDGs（持

続可能な開発目標）の視点を取り入れ、施策を推進する。 

    

(2) 環境都市のイメージ実現のための基本目標 

   「環境進化都市・赤穂」を実現するため次の６つの基本目標に沿って取組を進める。 

①   最適消費と健全な循環のまち〔環境への負荷の低減〕  

  ② 脱炭素社会への探求と適応のまち〔環境と成長の好循環〕 

    ③ 自然と共生するまち〔生物多様性の維持〕 

    ④ うるおいとやすらぎのあるまち〔多様で節度ある快適さの確保〕 

    ⑤ 環境への取組を通じた活力のあるまち〔環境と産業との融合〕 

    ⑥ 環境に配慮した人・社会のまち〔みんなが環境に学び・ともに育む〕 

 

(3) 対象とする環境の範囲    この計画の対象とする環境の範囲は次の４分野とする。 

分 野 環 境 の 項 目 

生活環境  大気、水質、騒音、振動、悪臭、土壌、廃棄物、化学物質  など  

自然環境  多様な生態系 (田畑、森林、水辺、生物など )、地形、地質  など  

快適環境  良好な景観、自然とのふれあい、歴史・文化資源  など  

地球環境  地球温暖化、海洋汚染、気候変動影響  など  

 

 

 

 

『環境進化都市・赤穂』 

～自律した市民・事業者・市がともに環境づくりに取り組むまち～  
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(4) 重点的に取り組むこと 

本計画においては、計画全体を牽引（リード）するものとして、次の５つの重点施策テ

ーマを掲げている。 

   ① 清流千種川のために －上流域との広域連携－  

    ② 企業との協創の関係づくり －澄んだ空・美しい夕日－ 

    ③ ぶらり赤穂のまち －歩いて・自転車で楽しいまちづくり－ 

    ④ 足下からの地球温暖化対策 －協働のライフスタイル－ 

   ⑤ 赤穂ゼロエミッション －最少負荷のまちへ－ 

 

重点施策テーマと基本目標・施策体系との関連 

基本目標・施策体系  

 

 

重点施策テーマ  

１ 最適消

費と健全な

循環のまち 

２ 脱炭素

社会への探

求と適応の

まち 

３ 自然と

共生する

まち 

４ うるお

いとやすら

ぎのある

まち 

５ 環境へ

の取組を通

じた活力の

あるまち 

６ 環境に

配慮した

人・社会の

まち 

① 清流千種川のために  

 －上流域との広域連携－  
◎   〇    〇  

② 企業との協創の関係づくり  

 －澄んだ空・美しい夕日－  
 ◎    〇  〇  

③ ぶらり赤穂のまち  

－歩いて・自転車で楽しいまちづくり－ 
〇    ◎  〇   

④ 足下からの地球温暖化対策  

 －協働のライフスタイル－  
 ◎  〇    ◎  

⑤ 赤穂ゼロエミッション  

 －最少負荷のまちへ－  
◎  〇    ◎  〇  

                                          （◎：特に関連がある 〇：関連がある） 
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５．環境保全に関する普及・啓発 

(1) 啓発活動等 

環境に関する情報提供及び啓発を行うことにより市民の理解と協力を求め、環境保全に  

対する意識の高揚を図るため、広報活動に努めている。 

・市ホームページ、広報などによる啓発  

・赤穂こどもエコクラブだよりの発行 

 

(2) 情報提供 

  ① 環境関連ホームページの開設 

  環境基本計画の概要や環境行政への取組、環境に関するお知らせ等について広く市民

に周知を図るため、市のホームページで環境用語の掲載、環境調査結果等の情報提供を

行っている。  

 

  ② 「赤穂の環境」の発行 

 赤穂市生活環境の保全に関する条例第４条第３項の規定により、毎年、赤穂の大気、   

水質、騒音等の環境状況の調査結果をはじめとする環境保全対策事業について取りまと   

めた「赤穂の環境」を発行し、市民に市の環境状況や環境施策の概要について周知を図   

っている。また、平成１５年度より環境基本計画の進捗状況について、年次報告を「赤   

穂の環境」で行っている。  

 

  ③ 広報あこうによる情報提供 

広報あこうにおいて、市民に身近な環境に関する情報提供を行っている。 
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６．環境審議会 

 良好な環境の保全及び創造のための基本施策について審議を行う市長の諮問機関であり、 

赤穂市環境基本条例（平成１３年赤穂市条例第１２号）第１９条の規定に基づく「赤穂市  

環境審議会規則」（平成元年赤穂市規則第２８号）により組織し、運営している。 

  なお、会議の開催状況は次のとおりである。 

 

赤穂市環境審議会開催状況 

 

 

赤穂市環境審議会委員名簿 

                          （令和４年３月３１日現在） 

委 嘱 区 分 委 員 名 

学 識 経 験 者 

中 村 隆 彦（赤穂市医師会会長）  

赤 井 高 之（相生・赤穂市郡歯科医師会赤穂支部長）  

寺 田 晋一郎（赤相薬剤師会会長）  

〇中 村 隆 紀（元赤穂市市民部長）  

◎萬 代 新一郎（司法書士）  

市 議 会 議 員 

南 條 千鶴子  

西 川 浩 司  

   悠 太  

田 渕 和 彦  

市民組織の代表者 

前 田  護 （赤穂市自治会連合会会長）  

中 村 文 代（赤穂市消費者協会会長）  

笹 倉 明 王（赤穂労働者福祉協議会会長）  

産 業 界 の 代 表 者 

梅 本 弘 幸（赤穂商工会議所副会頭）  

谷 山  甫 （赤穂市農業委員会会長）  

平 田 一 典（赤穂市漁業協同組合参事）  

石 橋 龍 一（赤穂環境保全協議会会長）  

寺 岡 里江子（赤穂青年会議所直前理事長）  

公 募 市 民 
鈴 木 栄 二  

橋 本 久美子  

関係行政機関の職員  

柿 本 裕 一（龍野健康福祉事務所長  

兼赤穂健康福祉事務所長）  

荒 谷 一 平（光都土木事務所長）  

川 口 義 人（光都農林振興事務所長）  

吉 村  陽 （西播磨県民局県民交流室環境参事）  

堀   祐一郎（赤穂警察署長）  

市 関 係 職 員 

藤 本 大 祐（副市長）  

藤 井  隆 （市民病院院長）  

平 野 勝 則（消防長）  

  （注）◎印は会長      ○印は副会長 

 

会 議 開 催 日 会 議 内 容 

令和３年８月１８日  ・令和３年度版「赤穂の環境」（速報）の概要について  



- 8 - 

７．公害等紛争調整委員会 

 公害等生活環境に係る紛争の円滑な調整解決を図るため、赤穂市生活環境の保全に関する 

条例（平成元年赤穂市条例第１５号）第７０条の規定に基づき「赤穂市公害等紛争調整委員 

会規則」（平成元年赤穂市規則第２９号）を制定し、これにより組織し、運営している。 

   令和３年度は、当委員会に調整申立の要請はなかった。 

  なお、会議の開催状況は次のとおりである。 

 

赤穂市公害等紛争調整委員会開催状況 

 

赤穂市公害等紛争調整委員会委員名簿 

（令和４年３月３１日現在） 

区    分  氏    名  区    分  氏    名  

委  員  長  菅  野  新  治  委    員  小  田  正  勝  

職務代理者  多  田  憲  子  〃  関    孝  志  

委    員  吉  備  徳  治  〃  山  本  達  也  

〃  橋  本  龍  男   〃  坂  本  謙  二  

〃  清  山  美千子  〃  金  尾  宗  悟  

〃  沖    知  道  〃  山  田  和  子  

〃  住  所  知  之  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 議 開 催 日 会 議 内 容 

令和３年８月３日  
・令和３年度版「赤穂の環境」（速報）の概要について  

・公害苦情の概要について  
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８．自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する審議会  

 赤穂市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例（平成２

７年赤穂市条例第４８号）は、恵まれた自然環境、歴史ある景観、安全安心な生活環境の保

全及び形成と急速に普及が進む発電事業に係る再生可能エネルギー源の利用との調和を図る

ことを目的とし、一定規模以上の再生可能エネルギー発電設備の設置事業を実施するにあた

り必要な事項を定めており、同条例第１５条の規定に基づき、赤穂市自然環境等と再生可能

エネルギー発電設備設置事業との調和に関する審議会を組織し、運営している。 

   なお、令和３年度は、当審議会に諮問はなく、会議の開催はなかった。 

 

 

          赤穂市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備 

          設置事業との調和に関する審議会委員名簿 

（令和４年３月３１日現在） 

区    分  氏    名  区    分  氏    名  

委  員  長  有  田  伸  弘  委    員  吉  備  徳  治  

委    員  友  廣  隆  宜  〃  前  田   護  

〃  小  堀   豊  
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９．環境保全協定の締結     

(1) 環境保全協定の推移   

 本市においては、昭和４４年度から行政指導として公害防止協定の締結を進めてきたが、  

昭和４６年１０月以降は、赤穂市環境保全条例（昭和４６年条例第３５号）の規定により、  

公害発生要素の高い企業を対象に市との公害防止協定の締結を義務づけた。 

 その後、昭和４８年４月２７日、市内主要企業１８工場と改めて県・市・企業の三者間

において地域ぐるみの公害防止協定を締結した。 

 さらに、NOx 対策の強化及び総排出量規制の徹底等本格的な対策を推進するため、昭和  

５１年６月に全面改定を行ったが、昭和５９年６月１日には、これら協定内容を全面的に

見直し、名称も環境保全協定と改めた。 

 しかし、その後の環境問題の変化に対応するため、地球環境問題、循環型社会の形成、

化学物質対策などの法整備も行われ、協定においても新たな対応が求められていることか

ら、主要企業については平成１７年度に自主的な環境保全活動等新たな枠組みを取り入れ

た見直しを行い、平成１９年度、平成２０年度には環境管理の徹底や違反時の措置強化等

について協定内容を見直し、改定を行った。 

  そのほか中小企業では、化学工業、生コン製造業、採石事業場、養鶏事業場、ゴルフ場  

とも公害防止協定を締結しており、平成２０年度には採石事業場、養鶏事業場について協

定内容を見直し、改定を行った。 

   なお、現在、協定を締結している主要企業及び中小企業は３０事業所となっている。  

 

(2) 主要企業の環境保全協定の見直し 

主要企業との環境保全協定については、各事業所における施設の現状を踏まえ、また、  

地球温暖化対策や情報公開への対応等新たな課題に対応するため、事業所個別の協定値の

見直しを含めた協定改定を平成１７年度に行った。 

 平成１９年度には協定締結事業所に対して環境保全意識の向上を図るため、改めて環境  

管理の徹底を促し、協定違反時の措置を強化する等、協定内容を見直し、改定を行った。 

 また、平成２０年度には、協定締結後年数が経過し事業所における操業や施設の状況等  

が協定締結時と変更を生じている事業所について、協定内容を見直し、改定を行った。  

 

 (3) 今後の動向など 

  主要企業の環境保全協定については、平成１７年度、平成１９年度及び平成２０年度に

改定を行っており、今後も引き続き必要に応じて協定の見直しを行うこととする。 

なお、環境保全協定（一部公害防止協定も含む）では、工場等の施設変更等を行おうと  

する場合、市への事前協議を規定しており、令和３年度の事前協議は２３件であった。  
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環境保全協定等の締結工場 

(令和４年３月３１日) 

区  分  工  場  等  の  名  称  業   種  締結年月日  

市との  

二者協定  

締結工場等 

(１８ ) 

㈱豊工業所赤穂砕石所  

金田砕石㈲  

奥村組砕石生産㈱  

兵庫奥栄建設㈱  

大和紡績㈱  

赤穂開発㈱  

（富士フイルム和光純薬㈱赤穂農園） 

タテホ化学工業㈱有年工場  

赤穂生コン㈱  

（アグロケミテック㈱赤穂工場）  

品川ゼネラル㈱東備事業所赤穂工場 

㈱デイリーエッグ有年農場 

アース製薬㈱ 

㈱カンペ赤穂 

㈱ MORESCO 赤穂工場 

富士フイルム和光純薬㈱播磨工場 

ハヤシ アグロサイエンス㈱ 

㈱クリーン赤穂 

三菱電機㈱系統変電システム製作所赤穂工場 

赤穂化成㈱ 

採  石  

 〃  

 〃  

 〃  

ゴルフ場  

 〃  

牧  場  

化学工業  

生コン製造業  

化学工業  

土石製品製造業  

養鶏業  

化学工業  

塗料製造業  

潤滑油製造業  

化学工業  

農薬製造業  

産業廃棄物処理業 

電気機械器具製造業 

化学工業 

H28.11.15 改定 

H21. 2.25 改定 

〃   

〃  

H 2. 1.29 改定 

H 2. 1.29  

(R4．3.31 廃止) 

S57. 5.31 改定 

S52. 6.29  

(R3. 9.30 廃止) 

S52. 6.29 

H21. 2.25 改定 

H29. 5.22 改定 

H20. 3.25 改定 

〃  

〃  

H27. 7. 1  

H30.10. 2  

H28.12. 1  

H29.10. 1  

県・市との 

三者協定  

締結工場  

(１２ ) 

関西電力㈱赤穂発電所  

黒崎播磨㈱赤穂工場  

高周波熱錬㈱赤穂工場  

品川リフラクトリーズ㈱西日本工場赤穂製造部 

住友大阪セメント㈱赤穂工場  

正同化学工業㈱赤穂工場  

太陽鉱工㈱赤穂工場  

タテホ化学工業㈱  

DSL.ジャパン㈱赤穂工場  

㈱日本海水赤穂工場  

ロザイ工業㈱赤穂工場  

㈱日本海水赤穂西浜バイオマス発電所 

電気業  

窯  業  

金属製品製造業  

窯  業  

窯  業  

化学工業  

非鉄金属精錬業  

化学工業  

化学工業  

製塩業  

窯  業  

電気業  

H20.12.25 改定 

H20. 3.25 改定 

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

H31. 1. 7  

 



- 12 -

１０．赤穂環境保全協議会 

本市では、公害防止対策の円滑化を図るため、各事業者の理解を得て、昭和４５年に企業

の公害防止担当者を構成員とする「赤穂市主要企業公害担当者会議」を設置した。 

  昭和４９年、地域ぐるみの公害防止協定の締結を機会に、企業の公害防止に対する責任体

制をより明確にするため、会議構成員を各企業の公害防止管理者等へ改めるとともに、組織

機能の充実による自主運営を進めるため事務局を赤穂商工会議所に置いた。 

  昭和６０年、環境保全に関する社会的要求を尊重し、清潔で健康な都市づくりに寄与する

ため、公害防止対策の一層の強化と環境保全の自主的な推進を図ることを目的に、会議の名

称を赤穂市内主要企業環境保全協議会と改めるなどした。 

平成２６年、赤穂環境保全協議会と名称を改め、現在、県・市と環境保全協定を締結して

いる企業など１９社が加入し、事業の推進に努めており、市としても当該協議会に対する公

害対策、環境保全についての指導や活動の円滑な推進のための協力、アドバイスを行ってい

る。 

なお、当該協議会では、昭和４９年以降地域の環境美化対策と快適な環境づくりのため、 

環境美化月間協賛行事として各種事業を継続実施しており、令和３年度には会員の環境保全

活動の取組内容について情報の共有が行われた。 

 

赤穂環境保全協議会会員企業 

ア ー ス 製 薬 ㈱ 

赤 穂 化 成 ㈱ 

関 西 電 力 ㈱ 赤 穂 発 電 所 

黒 崎 播 磨 ㈱ 赤 穂 工 場 

高 周 波 熱 錬 ㈱ 赤 穂 工 場 

品川リフラクトリーズ㈱西日本工場赤穂製造部 

ジ オ マ テ ッ ク ㈱ 赤 穂 工 場 

住 友 大 阪 セ メ ン ト ㈱ 赤 穂 工 場 

正 同 化 学 工 業 ㈱ 赤 穂 工 場 

太 陽 鉱 工 ㈱ 赤 穂 工 場 

タ テ ホ 化 学 工 業 ㈱ 

Ｄ Ｓ Ｌ .ジ ャ パ ン ㈱ 赤 穂 工 場 

㈱ 日 本 海 水 赤 穂 工 場 

㈱ Ｍ Ｏ Ｒ Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 赤 穂 工 場 

三菱電機㈱系統変電システム製作所 

桃 井 製 網 ㈱ 

㈱ 吉 野 工 業 所 赤 穂 工 場 

ロ ザ イ 工 業 ㈱ 赤 穂 工 場 

富士フイルム和光純薬㈱播磨工場 
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１１．市内環境調査及び立入調査実施状況 

(1) 環境調査 

  本市においては、昭和３９年に PbO2 法による硫黄酸化物濃度、デポジットゲージ法に  

よる降下ばいじんの環境調査を開始したが、その後監視体制の整備を図り、現在では次に  

示すとおり環境の状況を広く継続的に調査を実施している。  

 

環  境 調  査 実  施 状  況  

区 分 測 定 対 象 測 定 地 点 地点数 備 考 

大気汚染 

関 係 

硫黄酸化物  加里屋 (市役所 )・塩屋・尾崎・  

坂越・天和・大津・高雄・  

有年・西有年（自排局）  

9 連続測定  

窒素酸化物  〃  9 〃  

浮遊粒子状物質 〃  9 〃  

微小粒子状物質 加里屋 (市役所 ) 1 〃  

光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 加里屋 (市役所 )・有年  2 〃  

風向・風速  加里屋 (市役所 )・千鳥・塩屋・  

尾崎・坂越・天和・大津・  

高雄・有年・西有年（自排局）  

10 〃  

気象  有年  1 〃  

降下ばいじん  加里屋 (市役所 )・千鳥・塩屋・  

尾崎・坂越・折方・天和・  

大津・高雄・有年  

10 常時測定  

水質汚濁

関 係 

河川水質  千種川 7・長谷川 1・新川 1・  

加里屋川 2・大津川 2・塩屋川 1・ 

矢野川 1・中ノ谷川 1 

16 年 4 回  

(6,8,12,2月) 

※中ノ谷川のみ毎月 

海域水質  地先海域一円  11 年 4 回  

(6,9,12,2月) 

騒音関係 自動車騒音常時監視 幹線道路沿線  3 年 1 回(1 月) 
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(2) 立入調査 

公害関係法令や環境保全（公害防止）協定に基づき適正に執行されているかどうか及び

公害関係施設や管理組織体制等を確認するため、工場・事業場への立入調査を行っている。    

主な立入調査状況は次のとおりである。 

 

工場排水調査  延  ７７件  

使用燃料中硫黄分調査  延  １１件  

排出ガス調査  延   １件  

工事完成認定調査  延  ４９件  

帳簿書類等確認調査  延  １８件  

苦情立入調査  延   ７件  

 

 また、特定建設作業現場及び特定開発事業現場については必要に応じ立入調査を実施す    

るとともに、一般環境状況確認のため環境パトロ－ルや、空地の管理状況調査等も随時実  

施している。 

 

① 市内工場立入調査 

  環境保全（公害防止）協定に基づき汚染物質排出量・濃度の自主測定及び測定結果の

報告を求めており、これら測定結果報告については、協定値超過の有無について書類審

査するとともに、工場に立入を行い生産施設の実態及び公害防止対策施設の管理状況、

その他工場等の環境美化対策等について調査を行った。また、その審査・調査結果に基

づき指導等を行っている。 

 

  ②  市内工場排水調査結果 

公共用水域の水質保全対策として、公共下水道や農業集落排水施設の整備を促進する   

とともに、工場等については、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法等法令を

はじめ、市の生活環境の保全に関する条例や環境保全協定等により排水規制の強化、徹

底を図っている。 

排水量が多い工場については、環境保全協定により、工場排水の自主測定と県・市へ

の報告を義務づけている。 

なお、令和３年度における工場排水の一斉立入調査結果（一般項目）は、次表に示す

とおりである。 
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工場排水調査結果 

 

 

項目 採水 時刻 水温 ｐH SS COD 大腸菌群数

　工場名 年月日 ℃ mg/L mg/L 個/cm3

R3.5.26 10:30 33.2 7.3 <1 4.5 4

R3.7.28 10:28 38.8 7.2 <1 3.5 0

R3.11.9 9:30 26.8 7.1 5 18 0

R4.2.22 13:46 17.4 7.1 <1 6.8 0

R3.5.26 10:06 21.1 7.0 2 2.9 0

R3.7.28 10:05 29.8 7.1 <1 1.6 0

R3.10.27 10:18 16.9 7.6 <1 1.8 0

R4.2.16 10:02 7.3 7.6 <1 2.0 0

R3.5.26 9:51 28.9 7.6 10 4.7 86

R3.7.28 9:52 31.0 8.2 17 5.1 0

R3.10.27 10:02 26.1 6.9 4 3.0 0

R4.2.16 9:49 18.2 7.5 8 3.8 0

R3.5.26 10:54 26.2 6.7 <1 0.6 0

R3.7.28 10:52 34.8 5.8 <1 2.6 9

R3.10.27 11:08 17.7 6.4 <1 1.0 0

R4.2.16 10:39 12.0 6.3 <1 <0.5 0

R3.5.25 9:52 19.1 7.6 <1 4.7 25

R3.7.20 9:46 25.9 7.8 6 5.4 29

R3.10.26 9:46 17.5 7.7 <1 2.8 15

R4.2.15 9:46 6.1 8.4 3 6.1 1

R3.5.26 9:26 26.2 7.4 <1 <0.5 0

R3.7.28 9:29 28.9 7.5 <1 0.6 0

R3.10.27 9:36 26.0 7.5 <1 0.8 8

R4.2.16 9:25 23.1 7.5 <1 <0.5 0

R3.5.25 9:21 23.3 7.6 2 0.9 19

R3.7.20 9:14 28.7 7.7 5 <0.5 48

R3.10.26 9:15 23.2 7.8 2 1.0 5

R4.2.15 9:14 19.1 7.7 1 1.0 11

R3.5.26 11:31 21.2 7.3 1 1.5 0

- - - - - - - 採水できず

R3.10.27 11:37 20.3 7.4 <1 1.3 0

R4.2.16 10:54 16.4 7.6 <1 0.6 0

R3.5.26 11:40 27.0 6.6 <1 2.1 0

- - - - - - - 採水できず

R3.10.27 11:47 20.9 7.3 <1 1.3 0

R4.2.16 11:04 8.9 6.8 <1 1.9 0

R3.5.25 10:46 21.8 7.8 <1 1.5 1

R3.7.20 11:05 23.8 8.1 <1 1.5 0

R3.10.26 11:12 21.7 7.8 <1 1.6 0

R4.2.15 11:00 19.2 7.6 <1 1.3 0

高周波熱錬㈱

赤穂工場

住友大阪セメント㈱

赤穂工場

正同化学工業㈱

赤穂工場

正同化学工業㈱

西沖工場

太陽鉱工㈱

赤穂工場

黒崎播磨㈱

赤穂工場

備考

アース製薬㈱

赤穂工場

アース製薬㈱

坂越工場

赤穂化成㈱

関西電力㈱

赤穂発電所
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項目 採水 時刻 水温 ｐH SS COD 大腸菌群数

　工場名 年月日 ℃ mg/L mg/L 個/cm3

R3.5.25 10:36 38.5 7.2 3 1.7 0

R3.7.20 10:31 40.9 7.2 5 2.5 0

R3.10.26 10:34 32.9 7.5 <1 0.6 0

R4.2.15 10:28 31.5 7.3 4 3.1 0

R3.5.26 11:10 24.4 7.4 2 1.1 0

R3.7.20 10:47 33.1 7.4 3 1.1 0

R3.10.26 10:51 32.5 7.3 2 1.1 0

R4.2.15 10:42 24.8 7.3 <1 1.0 1

R3.5.25 9:03 24.7 7.4 1 1.9 0

R3.7.20 11:15 32.8 7.7 2 4.7 0

R3.10.26 8:56 28.3 7.4 3 1.5 0

R4.2.15 8:55 16.4 7.7 2 2.0 0

R3.5.25 9:10 22.8 6.8 2 6.2 2

R3.7.20 9:02 29.4 7.9 2 4.8 4

R3.10.26 9:04 17.9 7.7 6 8.7 19

R4.2.15 9:03 11.2 7.5 2 6.9 1

R3.5.25 10:19 32.6 7.2 <1 2.0 9

R3.7.20 10:14 36.9 7.2 <1 1.3 0

R3.10.26 10:17 31.2 7.3 <1 1.1 2

R4.2.15 10:10 25.3 7.2 <1 2.6 0

R3.5.25 10:05 20.1 7.2 1 3.2 23

R3.7.20 10:01 27.1 7.5 2 2.7 4

R3.10.26 10:01 16.0 7.3 3 2.9 49

R4.2.15 10:00 8.6 7.5 2 2.9 2

R3.5.25 9:33 19.6 7.1 1 1.5 0

R3.7.20 9:28 27.3 7.3 3 2.6 0

R3.10.26 9:27 28.3 7.7 <1 1.3 0

R4.2.15 9:26 8.7 7.4 1 2.0 0

R3.5.26 9:16 18.9 7.0 32 24 0 BOD 1.5

R3.7.28 9:17 21.6 7.2 43 21 0 BOD 14

R3.10.27 9:13 15.5 7.3 60 65 2,700 BOD 39

- - - - - - - 採水できず

R3.5.26 11:17 20.3 7.5 6 1.4 4

R3.7.20 10:55 24.1 7.6 5 1.6 4

R3.10.26 11:01 16.1 7.3 2 1.8 13

R4.2.15 10:51 9.9 7.6 1 1.7 0

R3.5.26 10:41 37.1 7.9 <1 5.5 0

R3.7.28 10:39 38.6 8.1 <1 5.7 0

R3.10.27 11:21 34.5 8.0 <1 5.6 0

R4.2.16 10:26 15.5 7.8 <1 3.7 0

㈱MORESCO

赤穂工場

備考

タテホ化学工業㈱

赤穂工場

DSL．ジャパン㈱

赤穂工場

㈱日本海水

赤穂工場

㈱カンペ赤穂

三菱電機㈱

系統変電システム製作所

赤穂工場

富士フイルム和光純薬㈱

播磨工場

谷尾食糧工業㈱

赤穂工場

ハヤシアグロサイエンス㈱

㈱日本海水

赤穂西浜ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所
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③ 市内工場使用燃料中硫黄分調査結果 

大気汚染物質排出量の低減を進めるため、兵庫県環境の保全と創造に関する条例や市

の生活環境の保全に関する条例、環境保全協定により規制強化を図ってきた。近年、工

場における低硫黄燃料の使用及び燃料使用量の減少に伴い、燃料燃焼に伴う硫黄酸化物

の排出量は大幅に減少してきた。 

令和３年度に工場における使用燃料中硫黄分の実態確認のため立入調査を実施したが、

これら調査結果は次表に示すとおり県条例の基準を大幅に下回る良好な状況であった。 

 

工場等の使用燃料中の硫黄分分析結果  

 

④ 協定工場排出ガス調査結果  

環境保全協定締結工場のばい煙発生施設の中から調査対象施設を選定し、対象施設の

排出ガスについて、関係法令の届出値との比較を行った。調査の結果、硫黄酸化物濃度、

窒素酸化物濃度、ばいじん濃度等のすべての項目について、届出値の超過はなかった。 

 

 

 

 

 

 

工場・施設名  調査年月日  調査項目  

（株）日本海水       

赤穂西浜バイオマス発電所  

バイオマス発電設備  

R４ .２ .２１  
硫黄酸化物濃度、窒素酸化物濃度、  

ばいじん濃度  外  

0.07 0.34

0.09 0.24

0.89 0.07

0.85 0.08

0.02 0.06

0.04

Ａ

原油(1U)

富士フイルム

和光純薬㈱

播磨工場

R4.2.3

R4.1.19

原油(2U)
㈱MORESCO

赤穂工場
R4.1.20

Ａ

Ａ

Ａ

アース製薬㈱

赤穂工場

燃料の

種    類

谷尾食糧工業㈱ R4.2.1

石炭

住友大阪セメント㈱

赤穂工場
R4.1.19

再生重油

黒崎播磨㈱

赤穂工場
R4.1.20

測定値

S分(％)

アース製薬㈱

坂越工場
R4.1.17 Ａ

正同化学工業㈱

赤穂工場
R4.1.21 Ａ

工　場　名
採    取

年 月 日

燃料の

種    類

測定値

S分(％)
工　場　名

採    取

年 月 日

R4.1.17

関西電力㈱

赤穂発電所

Ａ
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１２．環境関係法令等に基づく届出状況 

(1) 赤穂市生活環境の保全に関する条例関係 

赤穂市生活環境の保全に関する条例（平成元年条例第１５号）に基づく、指定工場等及

び指定家畜飼養施設の許可申請等については、令和３年度、工場・事業場の新規設置は４

件であり、既設工場・事業場における生産設備及び公害対策施設の更新等変更は５２件で

あった。 

また、一定規模以上の用地の造成等の事業を行おうとする場合の事前届出については、

令和３年度、１１件であった。これら許可等の状況については次表のとおりである。 

 

生活環境の保全に関する条例に係る指定工場等設置・変更許可申請件数 

区 分 設置許可申請  変更許可申請  

工 場 １ ４９ 

事 業 場 ３  ２ 

家畜飼養施設  ０  １ 

計  ４ ５２ 

            注   家畜飼養施設は届出 

 

設置・変更許可申請の内訳  

届 出 内 容 件 数 

工 場 新 設  １  

事 業 場 新 設  ３  

生 産 設 備 等 の 増 設 １７  

公 害 対 策 施 設 の 増 設  １  

生 産 施 設 の 更 新 等 変 更 １２  

そ の 他 付 帯 施 設 の 更 新 等 変 更 ２１  

 

特定開発事業実施届出の内訳  

届 出 内 容 件 数 

用 地 の 造 成 等 に 関 す る も の  １  

建築物・工作物の設置等に関するもの １０  
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(2) 赤穂市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例関係 

赤穂市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例（平成  

２７年条例第４８号）は、一定規模以上の太陽光発電施設又は風力発電設備の設置事業に

ついて、事業着手の６０日前までに協議を義務づけており、令和３年度は事前協議はなか

った。  
(3) 赤穂市小規模太陽光発電設備設置事業に関する指導要綱関係（令和３年５月１日施行） 

赤穂市小規模太陽光発電設備設置事業に関する指導要綱（令和３年３月２５日訓令甲第

１２号）は、小規模太陽光発電設備（発電出力１０キロワット以上５０キロワット未満）

の設置事業について、工事着手の１４日前までに届出を義務づけており、令和３年度は      

１５件（うち変更届出１件）であった。   
(4) 赤穂市レンタルルーム等施設の建築等の規制に関する指導要綱関係 

赤穂市レンタルルーム等施設の建築等の規制に関する指導要綱（平成２年１０月１日訓  

令甲第２５号）は、レンタルルーム類似施設、パチンコ店及びゲームセンターの建築等に

ついて、事前協議を義務づけており、令和３年度は事前協議はなかった。  
(5) その他公害関係法令 

本市においては、公害関係法令のうち騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法の規定に     

基づく届出の受理、兵庫県環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく騒音、振動及び

悪臭に係る届出の受理、並びにばい煙、粉じん、汚水に係る届出の経由事務を行っている。 

   令和３年度の届出等の内訳は、次表のとおりである。 

①  兵庫県条例に基づく特定施設届出数 

② 関係法令に基づく特定施設届出数 

 種類  

区分  
ばい煙  粉じん  汚  水  騒  音  振  動  悪  臭  合  計  

設    置  7 6 0 116 0 0 129 

施設等変更  10 1 0 0 0 0 11 

廃    止  23 7 0 0 0 0 30 

 種類  

区分  

大気汚染 

防 止 法 

水質汚濁 

防 止 法 
瀬戸内法 

騒  音  

規制法  

振  動  

規制法  

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 

対策特別措置法 

設    置  10 22 18 28 7 0 

使    用  0 0 0 0 0 0 

施設等変更   3 9 42 0 0 0 

廃    止  10 13 27 5 0  0 
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③ 特定建設作業の実施届 

 種類  

区分  

くい打

機等を

使用す

る作業 

さく岩

機を使

用する

作業 

空気圧

縮機を

使用す

る作業 

舗装版

破砕機

を使用

する作業 

ブレー

カーを

使用す

る作業  

バック

ホウを

使用す

る作業 

ﾄﾗｸﾀｰｼ

ｮﾍﾞﾙを

使用す

る作業 

ﾌﾞﾙﾄﾞｰ

ｻ ﾞ ｰ を

使用す

る作業 

掘削機

を使用

する作

業 

解体作

業又は

破壊作

業 

合 計 

兵庫県条 

例による 

もの 

3 0 0 0 0    129 5 137 

騒音規制 

法による 

もの 
8 48 11   1 0 0   68 

振動規制 

法による 

もの 
10   0 43     0 53 

 

④ 瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可申請等                         

区分  
特 定 施 設 

設置許可申請 

特定施設構造等 

変更許可申請 

特 定 施 設 

使用変更届出 

代表者氏名 

変 更 届 

特 定 施 設 

使用廃止届 
承 継 届 

件数  4 7 3 6 2 0 

 

⑤ 環境保全協定等に基づく事前協議件数  

区分  
大     気  

水  質  騒音・振動 産  廃  その他  合計  
ばい煙  粉じん 

件数  6 4 7 1 5 0 23 

 

 

(6) その他届出等 

① 汚染物質等測定結果報告 

県・市又は市と環境保全協定を締結している工場等については、汚染物質排出量・濃

度等の自主測定をしなければならず、その自主測定結果の報告を年２回求めている。 

 

② 光化学スモッグ緊急時対策削減計画書・報告書 

緊急時対策措置要請対象工場・事業場１６者は、兵庫県広域大気汚染緊急時対策実施

要綱に基づき、光化学スモッグ予報発令時等の燃料使用量削減等の対応策の事前計画書

を提出しなければならない。また、広報等の発令及び解除の通報は、県環境影響評価室

から市及び対象工場にファクシミリを主体とした連絡網により行っている。なお、発令

時の燃料使用量削減等の確認については、削減措置状況の報告を求めている。  
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１３．公害苦情の状況 

 (1) 公害等苦情の処理状況 

令和３年度に市民から申出のあった公害等に関する苦情は７件であった。 

個人所有地での野外焼却や工事現場からの騒音等に関する苦情の申出が多く、それぞれ

の苦情内容については、発生源に対する対策の指導等によりほとんどが解決に至っている。

この他にも空地における雑草の繁茂等について苦情の申出・相談があり、現場確認のうえ

発生元への適正指導等を行っている。 

   苦情内容及び対策措置については下記のとおりであった。 

 

苦情内容及び対策措置 

種 類 苦情発生地域  苦 情 内 容 対 策 措 置 等 

大気汚染 
中  広 

（準工業地域） 
解体工事による粉じんの
飛散  

適 切 に 対 策 を 行 い な が
ら、施工するよう指導  

水質汚濁 

坂  越 
(調 整 区 域 ) 

海岸への油の漂着  
関係機関と情報共有し、
対策を実施  

大  津 
(調 整 区 域 ) 

事業場からの濁水の流出  施設の適正な管理を指導  

騒 音 

中  広 
（準工業地域） 

太陽光発電設備設置工事
による騒音  

騒音に十分注意し、施工
するよう指導  

海 浜 町 
（第一種住居地域） 
（第一種中高層住居専用地域） 

店舗設置工事による騒音  
近 隣 住 居 へ の 説 明 を 行
い、騒音に十分注意し、
施工するよう指導  

臭 気 

高  雄 
(調 整 区 域 ) 

工場からの臭気  施設の適正な管理を指導  

高 野 
(調 整 区 域 ) 

牛舎、堆肥舎からの臭気  臭気対策の徹底を指導  
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